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工     事     費     総     括     表

費          目 金        額 工 事 価 格 消費税相当額 摘        要

総工事費

仕
様
概
要

１　設計図書及び標準仕様書に準ずること

２　詳細は監督員の指示によること

工事等場所 南相馬市 原町区大谷字中川原 地内外

工事等名

南相馬市水道事業
　　解析業務　　　　Ｎ＝３．０点

水道水源調査業務委託

　　観測孔設置　　　Ｎ＝１．０箇所

　　地下水調査　　　Ｎ＝５．０箇所

路線名
　　電気探査　　　　Ｎ＝３．０点

　解析業務

南相馬市～工事等設計書～

起工月 令和　　７年　　　７月

工
事
概
要

水道水源調査業務　　Ｎ＝１．０式

　地質調査業務

契約番号 2025000644



最低制限価格の設定（算定）について

　今回の入札において、最低制限価格を下記の計算式に基づき設定しております。

　※該当工事（業務委託）には　✓　の表示をしております。

　工事関連業務委託に伴う最低限必要な費用＝Ｐ（最低制限価格）

南相馬市水道事業　水道水源調査業務委託

土木及び建築関係コンサルタント業務

【建築設計】

直接人件費＋特別経費＋（技術料等経費×60％）＋（諸経費×60％）

設定範囲

予定価格（入札書比較価格）の60％～81％

※下記の業種における設定範囲内で算出（1千円未満の端数は切り捨てる）した額に、消費税額を加算
した額を最低制限価格（Ｐ）とする。ただし、上記の設定範囲を上回った（下回った）場合には、それぞれ
設定範囲の上限（下限）値とする。

※ 「直接人件費」、「直接経費」、「諸経費」、「その他原価」、「一般管理費等」及び「技術料等経費」等、
各経費項目によらない業務については、各設定範囲内で適宜の割合とする。

※ 業務を一括発注する場合（例えば、測量設計業務委託など）は、それぞれの算定式により算出され
た額の合計額とする。

直接測量費＋（諸経費×50％）

測量業務

設定範囲 予定価格（入札書比較価格）の60％～82％

算 定 式

※諸経費＝間接測量費＋一般管理費等

予定価格（入札書比較価格）の2／3～85％

算 定 式
直接調査費＋（間接調査費×90％）＋（解析等調査費×80％）＋（諸経費＋その他原価＋一
般管理費等）×50％

設定範囲

算 定 式
直接経費＋（その他原価×90％）＋（一般管理費等×50％）

地質調査業務

【土木設計】

その他の業務委託等

設定範囲 予定価格（入札書比較価格）の60％～80％で適宜の割合

設定範囲 予定価格（入札書比較価格）の60％～81％

算 定 式 直接人件費＋直接経費＋（その他原価×90％）＋（一般管理費等×50％）

補償関係コンサルタント業務



位 置 図 原町区

業務箇所

牛越浄水場
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南相馬市水道事業 水道水源調査業務委託 特記仕様書 

（適用範囲） 
第1－1条 

 本仕様書は、南相馬市（以下、｢甲｣という。）が発注する「令和７年度 南相馬市水道事業 水道水

源調査業務委託」（以下、｢業務｣という。）に適用する。 

第 1－2条 

   本業務についての規定は、各共通仕様書に定めるもののほか、この仕様書に基づいて行うものであ

る。 

 

（目 的） 

第 2条 

本業務は、南相馬市水道事業において、新たな水道水源確保に向けた業務委託である。 

当該箇所は、過年度に設置した既存観測孔、仮設井戸を用いて流向・流速測定の実施、必要に応じて

新たな観測孔の設置を行い、集水井戸に地下水を集めて取水する案の判断をすることを目的とする。 

また、新たな水源の候補地を選定するため、電気探査を実施する。 

 

（業務の対象範囲） 

第 3条 

  原町区大谷地内外で実施する地質調査業務及び電気探査業務を業務対象範囲とする。 

  南相馬市原町区大谷字中川原地内外 

    水道水源調査業務     Ｎ＝１．０式 

    地質調査業務 

 観測孔設置      Ｎ＝１．０箇所 

地下水調査      Ｎ＝５．０箇所 

電気探査       Ｎ＝３．０点 

     解析業務 

      解析業務       Ｎ＝３．０点 

 

（履行期間） 

第 4条 

  本業務の委託期間は、以下のとおりとする。 

   自  契約締結の翌営業日から 

   至  令和 ８年 ３月 １３日 

        

（監督員） 

第 5－１条 

  甲は、本業務委託における監督員を定め、受託者（以下、｢乙｣という。）に通知する。 

第 5－2条 

  監督員は、設計図書に定められた範囲において、指示、承諾、協議等の職務を行うものとする。 

 

（業務数量） 

第 6条 

  業務数量は、下記のとおり。 
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   水道水源調査業務委託 

    地質調査業務 

 観測孔設置      Ｎ＝１．０箇所（機械ボーリングＨ＝１３ｍ） 

地下水調査      Ｎ＝５．０箇所（既設４箇所、新設１箇所） 

 自記水位計 観測  Ｎ＝３５．０基・月 

 流向・流速測定   Ｎ＝１０．０箇所・回 

電気探査       Ｎ＝３．０点 

     解析業務 

      解析業務       Ｎ＝３．０点 

 

（打合せ、協議および会議等） 

第 7－1条 

  本業務を適正かつ円滑に実施するため、監督員は常に密接な連絡をとり、業務の方針及び条件等の

疑義を正すものとし、その内容についてはその都度乙が打合せ簿（任意様式）に記録し、相互に確認

をすることとする。 

第 7－2条 

 本業務着手時等に指定する業務の区切りにおいて、甲と乙は打合せを行うものとし、乙はその結果

について記録し、相互に確認しなければならない。 

第 7－3条 

乙は、本業務の関連会議等への出席および必要資料の作成等について協力しなければならない。 

 

（疑義等） 

第 8条 

  仕様書、本特記仕様書、設計図書等に明記のない事項および不明な事項は、監督員と協議し、その

指示に従うものとする。 

 

（資料の貸与および返却） 

第 9－1条 

  監督員は、設計図書に定める図書およびその他関係資料等を、乙に貸与するものとする。 

第 9－2条 

  乙は、貸与された図書および関係資料等の使用後は直ちに監督員に返却しなければならない。 

第 9－3条 

  乙は、貸与された図書および関係資料を丁寧に扱い、紛失または損傷してはならない。万一、紛失

または損傷した場合は、乙の責任において速やかに修復しなければならない。 

第 9－4条 

  乙は、貸与資料で守秘義務が求められるものについては、監督員の承諾なしに複写をしてはならな

い。 

 【貸与予定資料】 

   (1) 水道水源調査業務委託 成果品（令和６年度） 

（2）大谷地区地質調査業務委託 成果品（令和５年度） 

  （3）水道水源（周辺地下水）調査業務委託 成果品（令和５年度）  

（4）その他監督員が必要と認める資料  
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（適用図書） 

第 10－1条 

  設計に必要な図書（各種仕様書、基準書、参考図書、文献等）については、乙の負担において備える

ものとする。 

第 10－2条 

  適用図書は最新版を用いるが、設計作業中に改訂された場合は、監督員と協議するものとする。 

 

（守秘義務） 

第 11条 

  乙は、業務上で知り得た事項を第三者に漏らしてはいけない。ただし、甲の承認を得た場合はこの

限りではない。 

 

（完成検査等） 

第 12条 

  乙は、業務完了時に甲の完成検査を受けなければならない。 

 

（成果物の帰属） 

第 13－１条 

  成果物は、全て甲の所有とし、承諾を得ず第三者に公表、貸与、使用等してはならない。受注者は、

本業務着手前に個人情報保護に関してプライバシーマークの認証の写しを提出しなければならない。 

第 13－2条 

  成果物に不備がある場合は、引渡し後であっても乙の責任で速やかに訂正しなければならない。 

 

（関係法令および条例の遵守） 

第 14条 

  乙は、業務の実施に当たって関連する関係法規および条例等を遵守しなければならない。 

  （1）水道法 

  （2）水道法施行令 

  （3）水道施設設計指針 2012                           （社）日本水道協会、平成24年 

  (4) 水道維持管理指針 2016              （社）日本水道協会、平成28 年 

(5) 水道施設更新指針                              （社）日本水道協会、平成17 年 

(6) 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き 厚生労働省、平成21 年 

(7) 水道の耐震化計画等策定指針                        厚生労働省、平成 27 年 

（8）さく井工事施工指針               （社）全国さく井協会、2021年 

  （9）その他監督員が必要と認める規則・規定・基準等 

 

（契約提出書類） 

第 15条 

  乙は、本業務の着手および完了にあたって、甲の契約約款に定める書類を遅滞無く、監督員を通じ

て甲に提出しなければならない。 

  着手時 

（1）着 手 届 

（2）工 程 表 
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（3）その他必要書類 

 完了時 

（1）完 了 届 

（2）納 品 書 

（3）請 求 書 

（4）その他必要書類 

 

（成果物） 

第 16条 

 提出図書 

成果物は報告書として1冊にまとめて、下記の部数を納品すること。 

(1) 報告書   製本（A4）  2部 

(2) 打合せ記録   一式 

(3) 電子データ   一式（報告書PDF） 

製本の仕様は発注者との協議による。 

 

（関係官公庁その他への手続き等） 

第 17－1条 

  乙は、本業務の実施に当たっては、甲が行う関係官公庁への手続きの際に協力しなければならない。

また乙は、本業務を実施するため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うも

のとする。 

第 17－2条 

  乙が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を監督員に報告し協議するものとす

る。 

 

（土地への立ち入り等） 

第 18－1条 

  乙は、屋外で行う本業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立ち入る場合は、監督員及び

関係者と十分な強調を保ち本業務が円滑に進捗するように努めなければならない。なお、やむを得な

い理由により現地への立ち入りが不可能となった場合には、ただちに監督員に報告し協議しなければ

ならない。 

第 18－2条 

  前項の立ち入りを行う場合は、関係法令に規定する身分証明書を携帯し、関係者の請求があったと

きは、これを提示しなければならない。なお、乙は、立ち入り作業完了後速やかに身分証明書を甲に

返却しなければならない。 

第 18－3条 

  乙は、本業務実施のため、植物伐採、かき、さく等の除去又は土地もしくは工作物を一時使用する

ときは、あらかじめ監督員に報告するとともに、当該土地所有者及び占有者の許可を得て行うものと

する。 

第 18－4条 

  乙は、前項の場合において生じた損失のため、必要を生じた経費の負担については、設計図書に示

す他は監督員と協議により定めるものとする。 



調 査 位 置 図

◎ 観測孔設置 １箇所

〇◎ 地下水調査 ５箇所

電気探査 ３点

〇

〇
〇
〇

◎



見積単価一覧

№ コード 名称 規格 見積単価 単位

1 F0920 ストレーナー加工 700¥          ｍ

2 F1010 機械等損料 水圧式水位計 550¥          基・月

3 F3010 木杭（材料費） ４．５×４．５×４５ｃｍ 77¥           本

4 F3020 トランシット 1,120¥        日

5 F3030 レベル 310¥          日

6 F3040 その他測量機器 100¥          日

7 F4000 電線摩耗（材料費） 摩耗率５％ 4¥            ｍ

8 F4010 電極摩耗（材料費） 摩耗率５％ 405¥          本

9 F4020 電気探査器 2,830¥        日


